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Ⅰ

１９７８年の中国共産党第１１期３中全会に始まるいわ

ゆる「改革・開放」以来の中国政治に関する研究で

は，中国政治を構成するさまざまな組織に対するき

わめて綿密な研究が進められている。これは，中国

側が提供する資料が過去に比べて大幅に増加したこ

と，場合によっては現地で直接観察したり事情聴取

を実施したりする機会も増加していることによるの

であろう。そうした研究が蓄積されるとともに，人

民代表大会の活動の活発化と政治的権威の向上を指

摘する見方は多くなりつつある。ここに取りあげる

加茂具樹氏の『現代中国政治と人民代表大会』も近

年の中国研究の方向に沿った優れた業績と位置づけ

ることができる。

本書の内容を検討するために，まずその目次を紹

介しよう。

序 章 人民代表大会の機能改革の「ねらい」と

「現実」

第１章 中国共産党と人民代表大会との間の領導

・被領導関係

第２章 人民代表大会代表選挙に対する党の「働

きかけ」──第１０期全国人民代表大会香

港地区代表選挙を事例として──

第３章 中国政治における人民代表大会の存在の

変化──環境保護問題を事例として──

第４章 「中華人民共和国立法法」の制定と立法

活動に対する党の領導

第５章 人民代表大会の監督機能改革をめぐる議

論

第６章 全国人民代表大会常務委員会の党組改革

と党の領導

第７章 人民代表大会代表の活動と党の領導

結 章 「党の人民代表大会」から「人民代表大

会のなかの党」へ

第２章から第７章までは，１９９９年から２００５年にか

けて個別に発表された研究論文が原型になっている

という。それらに序章，第１章および結章を加えて

まとめた博士学位請求論文に加筆修正した成果が本

書ということになる。

本書はいわゆる「改革・開放」のなかで進められ

た人民代表大会制度の改革の過程と，そこから生じ

た人民代表大会自体の変化および人民代表大会と共

産党・政府の関係の変質についての分析を主な内容

にしている。

Ⅱ

以下ではまず各章ごとの内容について簡単に整理

しよう。

第１章は共産党と人民代表大会のこれまでの基本

的な関係を確認している。すなわち，前者の後者に

対する「領導」を実現するための手段として，人民

代表大会の領導幹部を党員で占めること，人民代表

の過半数を党員で占めること，人民代表大会に党組

を設置することをあげている。

一般に指導と表現される「領導」をあえて原語の

まま使用していることは，著者の本研究に臨む態度

を鮮明にしているといえよう。日本語の慣用的な用

語へ安易に翻訳して誤解を増幅するやり方を避けよ

うとする著者の姿勢に敬意を表したい。

第２章は２００２年１１月に実施された全国人民代表大

会（全人代）の香港地区代表選挙を題材にしている。

この選挙の際の選挙制度を詳細に分析した上で，予

備選挙で当選圏内にあった民主派の候補者が正式選

挙で落選した結果に，中共指導部に好適な候補者の

当選を図る共産党の「働きかけ」の効果があったこ
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とを推定する。香港では親中派と民主派の対立が存

在している上に，マスメディアの活動も比較的活発

であり，選挙における共産党側の操作の存在を（間

接的ながら）明らかにできたと考えられる。そして，

共産党の支配が確立している中国の大部分において

も，共産党指導部にとって好ましい選挙結果が生じ

るような隠された操作が実施されていると著者は推

測している。

第３章は，中共第１１期３中全会以降に進められた

機能改革により権限を強化した全人代およびその常

務委員会の立法活動と監督活動が活発になっている

ことを，環境問題への取組みを例に検討している。

第１節では環境保護にかかわる立法活動の主役が行

政機関から全人代へ次第に移行してきたことを確認

する。これは，人民代表大会が党や政府の方針を追

認する場から，対立する利害を調整する存在へ変化

していることを意味しているという。第２節では地

方の人民代表大会の環境問題に関する監督活動が活

発になりつつあることを確認し，その背景に「納税

者意識」ないし「知情権（知る権利）意識」が存在

していると指摘する。こうして人民代表大会の代表

は「立法者としての意識を深めつつある」（１２７ペー

ジ）という。

ここでの問題は，環境問題が人民代表の「立法者

意識」の例証としてふさわしいものかどうかという

点にある。環境問題は地域住民の関心が高く，国際

的にも注目されているので，責任ある執政党である

と誇示したい共産党にとっても積極的な態度を示す

べき政策課題だと判断している可能性がある，と評

者には思われる。このような推測が成立するとすれ

ば，環境問題への取組みが全人代の「立法者意識」

を表すと判断するには論拠が不十分ではないだろう

か。

第４章は，２０００年３月に成立した「中華人民共和

国立法法」の制定過程が約７年におよんだ原因の分

析から，立法活動における全人代と共産党の関係の

変化を検討している。「立法法」の制定には，全人

代の主導により立法活動をできるだけ規範化すると

ともに，共産党の国家に対する領導を改善して徹底

させようとの意図が存在していたことを立証しよう

としている（第１節）。続いて，制定された立法法

の意義として経験立法主義から超前立法主義へ，立

法活動において人民代表大会が受動的な位置から主

導的な位置へ，法律手段主義から権利保護主義へ，

という３つの変化が生じているという（第２節）。

しかし，著者が最も重視するのは，法律の制定や解

釈などに関する議事手続きの決定権を掌握した全人

代常務委員長会議の役割であろう。それは手続き権

限の掌握を通して法案の制定を左右できるというわ

けである。しかも，全人代常務委員長会議は全人代

主席団常務主席および全人代常務委党組と構成員が

重複するので，共産党中央は自らの意向を全人代へ

伝える制度的回路を確保したという（第３節）。

全人代常務委員長会議という表面的には手続き的

な機構が，立法活動において実質的に重要な役割を

発揮しているという著者の論証は的確だと思われる。

第５章は監督活動の法制化への努力と党の領導の

関係を取りあげている。監督活動の法制化は１９９０年

３月の中共第１３期６中全会で提起されてから長い起

草作業を経て，２００２年８月に「監督法」草案が全人

代常務委員会へ提出されたという。起草作業の長期

化には監督活動が党の領導に相反する可能性に対す

る党側の懸念が存在していたと著者は認めている。

問題は，国家機関やその構成員だけを対象にした「活

動監督」（２００ページ）よりも，共産党を含むあらゆ

る組織と個人の活動の適法性を審査する「法律監督」

（２０２ページ）にある。全人代を領導する党も全人

代に監督されることになるからである。全人代が党

と対立する可能性が，「監督法」草案の起草を遅ら

せた原因だと著者は推論する。そして，１９８６年から

８８年にかけて趙紫陽の主導下に進められた政治体制

改革の議論において，人民代表大会の活動が活発に

なると共産党の意向と対立する可能性がすでに問題

になっていたことを指摘する。

第６章は，１９８７年の中共１３全大会で提起された政

治体制改革において重視された党政分離との関連で，

全人代常務委の党組の再編を考察の対象にしている。

周知のように１３全大会は行政機関の党組を廃止する

方針を決定したが（ただし宣伝や治安にかかわる行

政機関の党組は著者も指摘するように存続した），
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全人代では党組が再編されて１９８８年４月に全人代常

務委党組として設置された。著者は，第７期全人代

常務委の指導者たちの共産党内における低い党内序

列や彼らの政法工作とのかかわりの薄さを補いつつ，

全人代の党員代表に対して働きかけるための措置で

あったと推論している。党員代表へ働きかける装置

としての党組の役割は天安門事件の際に効果を発揮

したと著者は指摘する。

１３全大会後の政治体制改革では行政機関の党組廃

止が注目されるなかで，全人代常務委の党組の再編

を取りあげたのは著者の功績であろう。ただ，天安

門事件後に行政機関の党組が復活しても全人代常務

委党組は存続した理由についての指摘も必要だと思

われる。また，１３全大会後の政法分野における組織

の再編は，全人代との直接のかかわりが少なかった

と評者には思われる。

第７章は，全国および地方の人民代表大会の代表

たちの活動の実態から，共産党による領導が効果を

発揮していない事情を明らかにしている。たとえば，

全人代では党員人代代表の比率を下回る支持票で採

択される法律案や人事案が出現していると指摘して

いる。また，全人代常務委員会レベルでも定数の過

半数という採択条件に満たずに否決された事例が取

りあげられている。地方の人民代表大会では同様な

事態がより頻繁に発生しているらしいことが，さま

ざまな事例を引いて示唆されている。その結果，「党

提出の議案が否決された場合の対応策を練りはじめ

た」（２９５ページ）という。しかし，党員人代代表が

党の意思を支持しない理由を明らかにするために，

著者は地方人代の代表団による議案提出活動を詳細

に検討し，代表たちが選出地域の利害を代表し，選

出地域へ利益を誘導しようとしているとの結論を得

ている。

本章での著者の結論とそれを導きだす過程につい

て全体として同意できると思われる。ただ，「特定

の政党に所属する人代代表らが共同して議案を提出

した形跡を観察することはできなかった」（３１０～３１１

ページ）という指摘は，共産党における分派活動の

禁止に抵触する可能性があるので，建前としてあり

えないのでないか。

結章では，これまでの各章で提起した論点を踏ま

えて，共産党と人民代表大会の関係が変わらざるを

えない状況に立ち至っていることを確認している。

そして，党が人代を領導する関係から，人代の支持

を取り付けるために党が活動する関係へ変わりつつ

あるとみなしている。おそらく長期的には「現代中

国政治の展望とは，『代議制度』の成熟した中国政

治である」（３５８ページ）というのが，著者の予測す

る方向なのであろう。

Ⅲ

本書の各章に関する個別的な疑問については，そ

れぞれの章を紹介する際に指摘した。以下では，本

書の全体にかかわる問題点をいくつか取りあげよう。

本書は多数の資料をさまざまな出所から利用して

いる。特にインターネット上に開設されている中国

側の諸サイトに掲載されている資料を大幅に使用し

ていることが特徴であろう。中国研究においてイン

ターネット上の諸サイトを活用すべきことは評者も

痛感させられたことがある。ただ同時に，評者はこ

れらのサイトの内容がいつまでも不変ではないこと

も経験させられた。したがって，ネット上で収集し

た資料に対する検証可能性をどのように担保するか

は，著者に限らず，すべての中国研究者が直面して

いる問題であろう。この点を著者はどのように考え

ているのか，また著者の使用した資料の検証可能性

はどのように保証されているのだろうか。

著者も認めるように，人民代表大会は成立当初か

ら権力機関と位置づけられてきたのであり，代議機

関ではなかった。これはソヴィエト型の権力集中制

の影響を受けたものであろう。もちろん，著者の論

点は人民代表大会が次第に代議機関に接近せざるを

えない事情が強まりつつあると指摘することにあろ

う。しかし，組織の成立原理の類は，外部からの圧

力だけで転換できるとは評者には思われない。西側

的な代議的立法機関へ変化する可能性をさぐるのな

ら，人民代表大会制度が成立して以来の位置づけや

役割の変化に対する歴史的考察も必要だと考えられ

る。著者が第１章で行った考察は論理的であっても，
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歴史に対する考慮は感じられない。

さらに本書では，ある時期の人民代表大会の実態

をそれよりあとに成立した成文法規の類で説明して

いる個所が見受けられる。たとえば，１９８２年から８６

年にかけての全人代常務委員会の活動の実態を，８７

年１１月に制定された「全国人民代表大会常務委員会

議事規則」によって説明している（２４７～２４８ページ）。

ある成文法規がそれ以前の慣行的な実態にもとづい

て制定されたと判断できる事例に評者も遭遇したこ

とがある。これは組織のカルチュアとして一般的に

存在しているといえないこともない。そうだとして

も，著者のような論証を成立させるためには，いっ

そうの説明が必要であろう。

この点と関連するように思われるが，著者が１９８８

年４月に設置したと指摘する全国人民代表大会常務

委員会の党組は，本書２５２ページでは「一九七八年

五月から一九八三年六月までは全人代常務委党組が

設置されていた」と括弧書きされている。そうだと

すると，１９８８年に党組は復活したことになるように

思われる。また，１９８３年から８８年春まで全人代常務

委員会に党組が設置されていなかった理由の分析が

むしろ必要になるであろう。それとも，１９８３年まで

存在していた党組と８８年に設置された党組は内容的

に異質だとみなすべきなのだろうか。

最後に，本書の優れた分析の価値が以下のような

間違いによって損なわれるとは思わないが，本書の

全体を通して不注意によると思われる文章上のさま

ざまなミスが存在している。評者自身も同じような

間違いを何度も行っているのでこうした指摘をした

くないが，あえて取りあげたい。そのなかにはまず，

著者が使用したワープロソフトの変換ミスに由来す

るとみられる誤植が存在している。たとえば，「公

正無視」（１９６ページ），「初期」（２４７ページの図表５６），

「各部位」（２６２ページ），「強調」（３０１ページ）など

は，この種の誤植であろう。なお，最後にあげた「強

調」は本来「協調」とすべきはずである。また，本

書２１２ページにある田紀雲の当時の肩書きは国務院

副総理でなければならないだろうし，２９７ページの

「回玉良・江蘇省党委書記」とは回良玉のことであ

ろう。その他，２９９ページ１８行目から３００ページ１行

目にかけての一文は，主語や目的語が曖昧なので，

文意が明らかではない。以上の指摘は，たまたま評

者が手元でメモしたものだけであり，これらと同質

の間違いは，評者の記憶では他にも存在していた。

本書が再版される際には訂正を期待したい。

最後に苦言めいたことを記したが，今後の日本の

中国研究を担っていく著者のような若手研究者がい

っそう優れた成果をあげることを期待するからに他

ならないことを了解していただきたい。

（久留米大学法学部教授）
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